
1 

 

 

 
札 幌 家 庭 裁 判 所  

家庭裁判所 

キャラクター 

かーくん 

成年年齢が２０歳から１８歳に 

次のページでは、発足

から１００周年を迎え

た調停制度の歴史につ

いて紹介するよ。 

平成３０年６月１３日に、民法の一部を改正する法律が成立し、令和４年４月１日から施行され

ました。民法が定める成年年齢は、「単独で契約などの法律行為をすることができる年齢」と「親権

に服しなくなる年齢」を意味するのですが、この一部改正により、令和４年４月１日時点で１８歳及

び１９歳である人は同年４月１日に、１７歳以下の人は１８歳に達した日に成人になります。また、

婚姻開始年齢は、これまで男性が１８歳、女性が１６歳と定められていましたが、今回の一部改正に

より男女とも１８歳に統一されました。 

ただし、お酒やたばこに関する年齢制限は２０歳が維持され、競馬、競輪等の公営競技について

も同様です。 

今回のテーマ１：４月から変わりました！ 

令和３年５月２１日、少年法等の一部を改正する法律が成立し、令和４年４月１日から施行さ

れました。「少年」とは２０歳に満たない者をいうとの定めを維持した上で、18・19歳の者が罪

を犯した場合には、その立場に応じた取扱いとするため、「特定少年」として、17歳以下の少年

とは異なる特例を定めています。 

改正少年法の主なポイントは次のとおりです。 

１ 少年法の適用 

18・19歳も「特定少年」として引き続き少年法が適用され、全件が家庭裁判所に送られ、家 

庭裁判所が処分を決定します。ただし、原則検察官送致対象事件の拡大や検察官送致決定後は20

歳以上の者と原則として同様に扱われるなど、17歳以下の者とは異なる取扱いがされます。 

２ 原則検察官送致対象事件の拡大 

原則検察官送致対象事件に、特定少年のとき犯した死刑、無期又は短期（法定刑の下限）1年

以上の懲役・禁錮に当たる罪の事件（例えば、強盗罪や強制性交等罪）が追加されます。 

３ 犯した罪の責任を超えない範囲内での保護処分の選択 

特定少年の保護処分は、家庭裁判所が、犯した罪の責任を超えない範囲内で決定します。 

４ 実名報道の解禁 

少年のとき犯した事件については、犯人の実名・写真等の報道が禁止されていますが、特定少

年のとき犯した事件について起訴された場合には禁止が解除されます。 

少年法の改正 
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今回のテーマ２：調停制度発足１００周年 

 調停は、裁判のように勝ち負けを決めるのではなく、話合いによって

紛争の解決を図る裁判所の手続です。１９２２年（大正１１年）１０月

１日に借地借家調停法の施行により発足した調停制度は、２０２２年

（令和４年）１０月に発足から１００周年を迎えます。 

 家事調停は1939年（昭和14年）、人事調停法の施行により始ま

り、その後１９４９年（昭和２４年）に設置された家庭裁判所で行われ

るようになりました。現在、家事調停では、離婚や相続など家庭の紛争

等を扱っています。 

 調停制度は、これまでも社会の要請に応えながら進化してきており、

２０２１年（令和3年）には、東京、大阪、名古屋及び福岡の４家裁に

おいて家事調停でのウェブ会議試行がスタートしました。 

１９３９年（昭和１４年）人事調停法施行 
女性からの申立てが多く、女性の権利の保護に大きく貢

献しました。 

家事調停の歴史 

１９４８年（昭和２３年）家事審判法施行 
個人の尊厳と両性の平等という新しい基本理念が掲げら

れました。 

１９４９年（昭和２４年）家庭裁判所設置 
家庭に関する事件を総合的かつ専門的に扱う裁判所が

できました。 

２０１３年（平成２５年）家事事件手続法施行 
電話会議が導入されました。現在は一部の庁で家事調停での

ウェブ会議試行が始まりました。 

調停制度発足 

１００周年広報用

キャラクター 

「アイアイアイ｝ 
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家事調停の歴史はわかったけど、実際の家事

調停はどのような手続で、どのように進めら

れるのですか？ 

 家事調停は、離婚や相続などの家庭

の問題を話合いで解決を図る手続だ

よ。 

 裁判官と調停委員が、当事者双方か

ら話を聞いたり、資料を提出しても

らったりして、解決案の提示や助言を

行うんだ。 

 裁判所のホームページには家事調停

に関するパンフレットや動画が掲載さ

れているよ。 

パンフレット 

ページ 

動画配信 

ページ 

そもそも家事調停って？ 



4 

≪最寄りの家庭裁判所≫ 

憲法週間について 
 

 日本国憲法は、昭和２２年５月３日に施行されました。 

 裁判所では、５月３日の憲法記念日を中心とした５月１日から７日ま

でを憲法週間と定めています。 

 憲法週間は、憲法の精神や国民生活における裁判所の役割を国民の皆

さんに理解していただくことを目的としています。 

札幌家庭裁判所  

検 索 

 裁判所のホームページには、裁判所が扱っている事件とその裁判手続についてのご案

内や裁判手続についてのQ&Aのページがあります。 

 裁判所の手続、裁判所職員の仕事や採用について詳しく知りたい方は、裁判所の

ウェブサイトをご覧ください（https://www.courts.go.jp）。 

 裁判所のウェブサイト内には札幌家庭裁判所のページがあり、札幌家庭裁判所の所

在地や電話番号、家事手続で使用する申立書の書式や書式例などを掲載しています

ので、札幌家庭裁判所のウェブサイトもご覧ください（https://courts.go.jp/

sapporo/）。 

裁判所 

検 索 

≪裁判所ウェブサイトについて≫ 


